
1．はじめに
　2020年 4月にチェルノブイリで発生した森林火
災は，約 1か月燃え続け 1986年のチェルノブイリ
原発事故で“チェルノブイリ規制区域（ChEZ）”が
設定されて以来，最も規模が大きいものとなった。
現在，福島大学環境放射能研究所では，2017年よ
りウクライナの放射線管理を担当する 3つの行政機
関を含む 12の研究機関と共同で国際研究プロジェ
クト（SATREPS）1）に取り組んでいる。本稿では，
ChEZにおける森林火災の現状とその影響に関し，
これまでの研究成果を交え報告する。

2．チェルノブイリと森林火災
　ChEZにおける森林火災は，2020年が初めてでは
ない。記録が残っている 1996年以降でも 3年に 1回
程度の頻度で森林火災が発生している 2）。しかしな
がら，2020年 4月は，鎮火までの時間，焼失面積等，
これまでの森林火災とは大きく異なっていた。
　2020年 4月の森林火災は，4月 3日に発生した
ChEZ西部のUsh川堤内地の草原火災が発端である 3）

（図 1）。4月 9日までに，旧コパチ村周辺（通称：
赤い森とその周囲 1）を焼き，旧チェルノブイリ市街
地及びチェルノブイリ原子力発電所まで数 kmの地

1 原発事故直後，高い放射線のために立ち枯れしたヨーロ
ッパアカマツ（Pinus sylvestris L.）を伐採し埋め立て処分
した場所である。現在もマツ林となっているが，これは
埋め立て後に植林したものである

点にまで延焼した。4月 16日には降雨により大部
分が鎮火したとの報告がなされたが，最終的な鎮火
報告がウクライナ立入禁止区域庁（SAUEZM）よ
り発表されたのは 5月 4日であった 4）。結果的に，
2020年 4月の ChEZ森林火災は，約 1か月にわた
り延焼を続け，最大で 20,000 ha5）の森林や草地を焼
き，火災に伴うエアロゾルとしての 137Cs放出量は
100~1,000 GBq6）とも推定された 2。
ウクライナ国立原子力放射線安全科学技術セン

ター（STC NRC）の発表 7）によると，キエフ市内の

2 世界的なコロナ禍のため，現地における調査研究が進ん
でいない。このため，2020年 9月時点の執筆時でも，リ
モートセンシングや大気シミュレーションモデルを用い
た一時的な推計値の紹介となっていることをご承知いた
だきたい
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図 1　2020 年 4 月のチェルノブイリ森林火災の延焼地域
（Tree project より加筆して引用 : https://bit.ly/35fcrPJ）
黄色破線はウクライナとベラルーシの国境，赤色破線はウクライナ国内
の規制区域。図中赤丸が 4月 3日の火災発生箇所，火災は東西方向へ延
焼を続け，最終的にはプリピャチ川左岸まで到達した
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大気中 137Cs濃度は 4月 5日より上昇を始めた（図 2）。
4月 9日以降，原発近くの汚染の程度が高い地域（赤
い森とその周辺）への延焼により，4月 11日には
キエフで約 3 mBq/m3の大気中 137Cs濃度を観測し
た。その後は低下傾向を示し，4月 18日までには
0.03 mBq/m3となり，火災発災前と同じ程度にまで
戻ったことが確認された（ウクライナにおける大気
中 137Cs濃度の許容レベルは 800 mBq/m3）。キエフ
周辺では，移動式放射線モニタリングカーでも大気
中 137Cs濃度の測定が実施され，基準値より 2桁程
度低い結果を観測した。
　2020年 4月の ChEZ森林火災を起因としたキエフ
における内部被ばくの上昇は 0.01 μSvと推定されてい
る 7）。キエフにおける一般的な年間の被ばく線量は
0.8 mSvであり（目標年間被ばく量は 1.0 mSv），1986年
のチェルノブイリ原発事故以来，最大規模の森林火
災であっても追加の被ばくがいかに小さいか理解で
きると思う。ここまでは，特に 2020年 4月の森林
火災に着目し，特に火災によるエアロゾルとしての
137Csの再拡散に着目してきた。同時に，ChEZでは，
地表面における放射性物質の再拡散現象も重要な経
路であり 8），これまで多数の観測的研究がなされて
きた。次項では，地表面における放射性物質の再拡
散と森林火災の影響を考える。

3．森林火災と地表面
　地表面における放射性物質の再拡散現象とは，表
面流による水及び土砂とそれに含まれる放射性物質
の移動現象のことを指す。ChEZにおいては，冬季
の土壌凍結と融雪，夏季の豪雨（人工降雨実験）を

対象として，流域全体からの輸送量推定やモデルパ
ラメータ取得の目的から，表面流中に含まれる溶存
態・懸濁態としての 137Cs及び 90Sr濃度の観測的研
究が事故直後から進められてきた 9-12）。
　森林火災は地表面や表面流にどのような影響を与
えうるのか？これに対し土壌の「撥水性」と「浸透能」
から考えてみる。どちらも，自然界において発生す
る現象である。土壌が極度に乾燥すると撥水性を持
つことは古くから知られている。また，地表面を遮
る植生がないと，雨滴が持つ落下エネルギーは地表
面の土壌団粒構造を破壊し，土壌表面の浸透能は著
しく低下 13）することが知られている。更に，森林火
災では追加の影響が確認されている。まず，燃焼し
た木材に含まれる樹脂成分の一部は地表面に到達し，
表面土壌に付着することで土壌の撥水性を高める 14）。
また，火災熱そのものの影響でも土壌の撥水性が生
じることが分かっている 15）。森林火災後の地表面は
灰分に覆われる。灰分は降雨を経験することで土壌
表面を覆う層を形成し浸透能が低下する 16-17）。森林
火災を経験した地表面では，これらの素過程が複数
組み合わさり表面流が発生するので，未撹乱の土壌
表面に比べ表面流が発生しやすくなると言える。

4．森林火災跡地における表面流と放射性物質の再拡散
　筆者らは，SATREPSチェルノブイリ課題の中で，
2016年 7月に“赤い森”にて発生した森林火災の
跡地と未撹乱の森林地とを比較することにより（図
3），火災が表面流の発生や表面流に含まれる放射性
物質に与えた影響を実際の現地観測から明らかにし
た。地表面における表面流の観測手法はいくつか提
案されているが，本観測では USLE式土壌侵食プ
ロット 18）を用いた。図 3で示したように，対象と
した火災跡地ではヨーロッパアカマツは樹冠まで完
全に燃えており，土壌表面は灰分が堆積し土壌表面
を覆う植生はない。一方で，未撹乱の森林地では，
土壌表面は森林や下層植生により完全に覆われてい
る。
　2018年 5月から 9月までの観測期間中，火災跡
地及び未撹乱森林地からの流出率（＝流出量 /降雨
量× 100）は，それぞれ 0.98％と 0.37％となった。
これは，同じ雨に対して，火災跡地での表面流は未
撹乱の森林地に対して約 3.7倍高い（表面流が発生

ウクライナにおける大気中 137Cs 濃度の許容レベル

図 2　2020 年 4 月 5 日から 13 日までのキエフ市内観測点に
おける大気中 137Cs 濃度の観測結果
STC NRC, 2020.4.14発表内容を引用。図中赤線はウクライナにおける大
気中 137Cs濃度の許容レベル 800mBq/m3を示している
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しやすい）ことを示しており，火災により土壌の撥
水性が上昇し，浸透能が低下したためと考えられる。
図 4では森林火災跡地に設置された土壌侵食プロッ
トにおける表面流の観測結果を示す。赤破線で囲ま
れた部分は土壌が飽和しており，表面流が発生して
いることが実際に確認された。表面流の発生は森林
火災跡地からの 137Cs及び 90Srの再拡散量に大きく
影響した。
　137Csの固液分配係数（Kd）は，未撹乱の森林に比
べ火災跡地において 30倍高い結果となった。これ
は，火災跡地では地表面植生等懸濁物の輸送を阻害
する要因がないことにも起因する。また，森林火災
跡地においては，土砂移動の観点から放射性物質の
再拡散を評価することが重要であると考えられる。
本研究で対象とした未撹乱の森林地においては，

1987年に表面流の計測が行われている。よって，
森林火災を含む一切の撹乱が無い場所における，
137Cs及び 90Srの正規化溶存態及び正規化懸濁態濃度
（＝観測値 /観測時のインベントリ）も既存研究と
比較された。いずれの濃度も，1987年より 1から 2

オーダー程度低下していた。これは，放射性物質の
下方浸透により，表面流に含まれる放射性物質の濃
度が低下したためと考えられる。

5．おわりに
　これまで述べたように，森林火災により植生に含
まれる放射性物質はエアロゾルとして直接的に再拡
散する。それだけでなく，森林火災は地表面におけ
る放射性物質の再拡散にも影響することが理解して
いただけたと思う。2016年の火災は，河川より離れ
た場所で発生していたため，発生した表面流が直接
的に河川へ流入することは無いと考えられる。しか
しながら，例えば，観測された表面流に含まれる溶
存態 90Sr濃度（約 80 Bq/L）は，ChEZの最も汚染さ
れた河川で計測される溶存態 90Sr濃度（約 0.1～
3.0 Bq/L）19）と比べても，かなり高濃度である。よっ
て，河川近傍にて森林火災等が発生し，表面流が直
接的に河川へ流入するような場合，下流の河川中の
放射性物質濃度にも注意を払う必要があるだろう。
　今後も，現在の観測を継続し，更なる観測事実を
積み重ねると同時に，モデルを組み合わせることで
河川への影響を定量的に推定する研究へ発展させて
いきたい。最後に，チェルノブイリ規制区域にて継
続的な調査・研究を行うにあたり，協力いただいた
関係者にこの場を借りて感謝いたします。

図 3　2016 年 7 月 15 日から同月 18 日にかけて発生した森林
火災の様子（図上）。森林火災跡地（図左下）と未撹乱森林地

（図右下）に設置された表面流観測施設（USLE 式土壌侵食プ
ロット）の様子（Igarashi et al., 2020 より加筆して引用）

図 4　森林火災跡地に設置された土壌侵食プロットにおける表面流の観測結果
赤破線で囲われた部分は土壌が飽和しており表面流が発生している部分
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